
　　　　　　　　　主　　　　文

　　　　　本件上告を棄却する。

　　　　　上告費用は上告人の負担とする。

　　　　　　　　　理　　　　由

　上告代理人鈴木七郎の上告理由第一点ないし第三点について。

　およそ、約束手形の振出は、単に売買、消費貸借等の実質的取引の決済手段とし

てのみ行なわれるものではなく、簡易かつ有効な信用授受の手段としても行なわれ、

また、約束手形の振出人は、その手形の振出により、原因関係におけるとは別個の

新たな債務を負担し、しかも、その債務は、挙証責任の加重、抗弁の切断、不渡処

分の危険等を伴うことにより、原因関係上の債務よりもいつそう厳格な支払義務で

あるから、会社がその取締役に宛てて約束手形を振り出す行為は、原則として、商

法二六五条にいわゆる取引にあたり、会社はこれにつき取締役会の承認を受けるこ

とを要するものと解するのが相当である。

　原審の確定するところによれば、本件（イ）の約束手形は、上告会社がその取締

役であるＤに宛てて振り出したものであり、同（ロ）の約束手形は、手形上の記載

によると、上告会社が右Ｄを受取人として振り出し、同人が白地裏書をして被上告

人がこれを所持していることとなつているが、実際上は、上告会社が受取人欄を白

地にして直接被上告人に交付し、被上告人がＤをして受取人欄にその氏名を記載し

裏書させたものであり、また、同手形は、上告会社がＤに宛てて振り出し、同人か

ら被上告人に交付された約束手形の書替手形であるというのである。そして、商法

二六五条の適用については、手形上の記載によるべきではなく、現実に行為をした

当事者を基準として判断すべきであるから、前記の説示に徴すれば、上告会社によ

る本件（イ）の約束手形および（ロ）の約束手形の書替前の約束手形の振出行為は

いずれも商法二六五条にいわゆる取引にあたり、上告会社はこれにつき取締役会の
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承認を受けることを要するが、（ロ）の約束手形自体の振出行為は右にいわゆる取

引にあたらないものと解せられる。しかるに、上告会社は（イ）の手形および（ロ）

の手形の書替前の手形の振出について取締役会の承認を受けなかつたことは、原審

の確定するところである。

　ところで、手形が本来不特定多数人の間を転々流通する性質を有するものである

ことにかんがみれば、取引の安全の見地より、善意の第三者を保護する必要がある

から、会社がその取締役に宛てて約束手形を振り出した場合においては、会社は、

当該取締役に対しては、取締役会の承認を受けなかつたことを理由として、その手

形の振出の無効を主張することができるが、いつたんその手形が第三者に裏書譲渡

されたときは、その第三者に対しては、その手形の振出につき取締役会の承認を受

けなかつたことのほか、当該手形は会社からその取締役に宛てて振り出されたもの

であり、かつ、その振出につき取締役会の承認がなかつたことについて右の第三者

が悪意であつたことを主張し、立証するのでなければ、その振出の無効を主張して

手形上の責任を免れえないものと解するのを相当とする（この判旨に反する大審院

明治四二年（オ）第二七九号同年一二月二日民事聯合部判決、民録一五輯九二六頁

は、これを採らない。）。したがつて、この場合には、手形法一六条二項の適用は

なく、その解釈適用につき所論のような論議をなす余地はないのである。�

　これを本件についてみるに、（イ）の約束手形については、被上告人はＤから右

手形を取得するに際しその手形の振出につき取締役会の承認がなかつたことを知ら

なかつたことは、原審の確定するところであるから、上告会社が被上告人に対しそ

の振出の無効を主張して手形上の責任を免れえないことは、右の説示に照らして明

らかである。また、（ロ）の約束手形自体の振出については、会社は取締役会の承

認を受けることを要しないが、その書替前の約束手形の振出につきこれを必要とす

ることはさきに述べたとおりであつて、もしこの手形につき、上告会社が、取締役
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会の承認を受けなかつたことを理由として、被上告人に対しその振出の無効を主張

しうるとするならば、ひいてこれを抗弁として、（ロ）の手形についてもその支払

を拒むことができることとなるべきところ、原審の確定するところによると、被上

告人はＤから書替前の手形を取得するに際しその振出につき取締役会の承認がなか

つたことを知らなかつたというのであるから、上告会社は書替前の手形について被

上告人に対し手形上の義務を負担していたものであり、したがつて、本件（ロ）の

手形についても、その支払を拒む理由は存しないものといわなければならない。

　以上のとおり、被上告人が上告会社に対し本件手形金の支払を求める本訴請求は

いずれも正当である。そして、被上告人の請求を認容すべきものとした原判決は、

その理由においては以上説示したところと異なる点もあるが、結論においては正当

であり、本件上告は理由がない。

　よつて、民訴法四〇一条、九五条、八九条により、裁判官大隅健一郎の補足意見

および裁判官岩田誠、同色川幸太郎、同松本正雄、同村上朝一、同関根小郷、同藤

林益三、同岡原昌男の意見があるほか、裁判官全員の一致で、主文のとおり判決す

る。

　裁判官大隅健一郎の補足意見は、次のとおりである。

　(一)　商法二六五条の規定の解釈における中心的な課題は、会社利益の保護を目

的とする同条の立法の趣旨と取引の安全の要請とをいかに調整するかにあり、同条

にいわゆる取引にいかなる行為が含まれるか（本件についていえば、会社がその取

締役に宛てて約束手形を振り出す行為がこれに含まれるか）を考えるについても、

右の考慮を欠くことをえないのであつて、問題はおのずから同条違反の取引の効力

をいかに解すべきかと関連することとなる。すなわち、同条違反の取引を絶対無効

と解するならば（色川裁判官はこの見解である。）、取引の安全の見地から、同条

にいわゆる取引に含まれる行為をなるべく狭く解することとならざるをえないのに
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反して、同条違反の取引を有効または相対無効と解するならば、これにより一応取

引の安全の要請はみたされるから、右にいわゆる取引をとくに狭く解する必要はな

く、主として会社利益の保護を目的とする同条の法意に照らして考えることとなる

のである。その意味で、株式会社がその取締役に宛てて約束手形を振り出す行為が

一般的に商法二六五条にいわゆる取引に包含されないと解する意見の根底には、同

条違反の取引は絶対無効であつて、会社は何びとに対してもその無効を主張するこ

とができるとする見解が伏在しており、これによつて生ずる不都合を回避しようと

する考慮が働いているのではないかと憶測される。もしそうであるとするならば、

そのように商法二六五条違反の取引を絶対無効と解する前提自体に問題があるとい

わなければならない（「会社をして、自己の機関のした行為の瑕疵を理由に、第三

者の犠牲において、本来の契約からの拘束を免れしめるがごときは、果して妥当で

あろうか。」という色川裁判官の疑問は、ここで提起せられるべきものと考える。）。

　もつとも、右の意見は、上述の点には触れることなく（ただし、色川裁判官は別）、

約束手形の振出は原因関係上の債務の決済手段として行なわれるものであり、いわ

ば金銭による債務の履行と同様、本来利害衝突のおそれのない行為であるから、原

因関係上の取引につき商法二六五条の規定によつて取締役会の承認を要するのは当

然であるが、それ以上に、これに基づく約束手形の振出についてまでもその承認を

必要とする理由はないということに、その理論的根拠を求めている。しかしながら、

　(１)　約束手形の振出は、手形による信用の供与ないし融資の場合等に見られる

ように、初めから原因関係なくしてなされることがあるが、この場合においては、

その手形の振出について取締役会の承認を要しないとすることは許されないであろ

う。あるいは、この場合にも、手形の振出に先だち融資契約というべきものがあり、

それについては取締役会の承認を要するが、手形の振出自体についてはその必要が

ないとする考えもありえよう。しかし、これは、いわゆる現実売買において債権契
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約とその履行のためにする物権契約の併存を認めるのと同様、取引の実情に合わな

い観念論というほかないと思う。

　(２)　会社が取締役に対する既存債務の履行に関し約束手形を振り出す場合にお

いて、すでにその債務の成立につき取締役会の承認があるときは、重ねて手形の振

出についてまでも取締役会の承認を要求する理由はないかのようであるが、必ずし

もそうとはいえない。けだし、多数意見が述べているとおり、会社は、約束手形の

振出により、原因関係上の債務とは別個の新たな、しかも、いつそう厳格な債務を

負担することとなるのであるから、これを直ちに金銭による債務の履行と同視する

ことはできなく、むしろ一般的には取締役個人に利益にして会社に不利益を及ぼす

行為というべきであつて、これについても取締役会の承認を要求するのが、会社利

益の保護を目的とする商法二六五条の法意にそうゆえんであると考えられるからで

ある。そして、このように解しても、同条違反の取引の効力につき多数意見のよう

な見解をとるならば、格別手形取引の安全を害することとはならない。さきに述べ

たとおり、問題が会社利益の保護と取引安全の要請とをいかに調整するかにあるこ

とを考えるならば、これをもつて手形取引の安全を軽視するものとする批判の当た

らないことは、明らかであろう。ただ、この見解によると、会社は原因関係上の取

引と約束手形の振出の双方につき取締役会の承認を受けることを要するが、会社が

そのために二度取締役会を招集する煩をいとうならば、原因関係上の取引につき取

締役会の承認を受けるにあたり、これに基づく手形の振出についても同時にその承

認を得ておけば済むことである（売買、消費貸借等にあたつては、その代金の支払

または弁済が現金によるか手形によるかについても取締役会の承認を受けておくの

が適当であるが、その点についての承認がなくても、適法な取締役会の承認がない

とすることはできない。もつとも、この場合には、通常は、金銭により支払または

弁済をなすべきものとして承認があつたと解しうるであろうが。）。元来、会社と

- 5 -



その取締役との間のいわゆる自己取引が取締役の不正行為の温床となるおそれの多

いことは、わが国における実情および諸国の立法（たとえば、かつては取締役の自

己取引につき格別の規制をしていなかつたドイツで、一九三一年、会社は監査役会

の明示の同意がある場合においてのみその取締役に対し信用を供与することをうる

旨の規定が設けられて、現在の西ドイツ株式法に引きつがれ、また、最近のフラン

スの商事会社法では、従来の取締役の自己取引に関する規定が整備されて、会社と

その取締役との間のすべての契約のほか、いわゆる間接取引および同一人が取締役

を兼任している会社間の契約についても、取締役会の事前の認許を要するものとさ

れ、さらに、イギリスの会社法では、取締役が会社と取引することは判例で極度に

制限せられ、立法上も、会社がその取締役もしくはその支配会社の取締役に金銭を

貸し付け、または他人がこれらの者に対してなす貸付について会社が保証をしもし

くは担保を供することが原則として違法とされているなど。）に徴し明らかであつ

て、これについては、通常の取引におけると異なり、その取引が簡易迅速に行なわ

れるよう配慮すべきではなく、むしろできるだけ慎重な措置を要求すべきものとい

わなければならない。なお、小切手はいわゆる支払証券であつて、その経済的機能

においては金銭の代用物ともいうべきものであるから（このゆえに、法も小切手の

振出にはその支払に必要な資金の存在を強制している、小切手法三条、七一条）、

会社がその取締役に対する金銭の支出につき取締役会の承認を受けているときは、

小切手の振出については改めてその承認を得る必要はないものと解してよいであろ

う。

　(二)　多数意見は、株式会社がその取締役に宛てて約束手形を振り出した場合に

おいて、いつたんその手形が第三者に裏書譲渡されたときは、会社は、その第三者

に対しては、当該手形の振出につき取締役会の承認を受けなかつたことのほか、そ

の第三者の悪意（悪意のほか重過失を含む趣旨と考える。）をも主張し、立証する
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のでなければ、その振出の無効を主張して手形上の責任を免れえないものと解して

いる。この見解は、昭和四三年一二月二五日の当裁判所大法廷判決（民集二二巻一

三号三五一一頁）の趣旨に徴すれば、きわめて当然の帰結であるといわなければな

らない。ところが、多数意見が、この判例を援用することなく、その論拠をもつぱ

ら手形が不特定多数人の間を転々流通する性質を有するものであることに求めてい

ることからみると、右のような善意の第三者の保護は、株式会社がその取締役に対

して手形その他の流通証券の振出、裏書等をなす場合に限つて認められ、たとえば

会社がその取締役に対して不動産を売却し、その不動産がさらに第三者に譲渡され

たような場合にまでは及ばないとする趣旨であるかに考えられる。もしそうである

とするならば、商法二六五条の適用において、手形その他の流通証券とそれ以外の

財産権とで、第三者の保護につき、このような区別をなすべき理由を理解すること

ができない。あるいは、動産については民法一九二条による保護をもつて足り、ま

た、不動産は高価なことが多いから、これについてまでも前記のごとき善意の第三

者の保護を認めるならば、会社の資本充実を害することとなつて不当であるとする

意見があるかも知れない。しかし、手形にあつてもその手形金額につき格別の制限

があるわけではないから、善意の第三者の保護が会社の資本充実を害するおそれが

あることには、彼此変りはないというべきである。すでに取引の安全の見地より善

意の第三者の保護をはかる必要を認める以上、それは当然に取引の安全が会社利益

の保護に優越すべきであることを前提とするものといわざるをえない。したがつて、

多数意見の立場においては、本件のように株式会社がその取締役に宛てて約束手形

を振り出した場合に限らず、一般に、商法二六五条に違反して会社とその取締役と

の間に取引が行なわれた場合において、第三者がその取引につき直接利害関係を有

するに至つたときは、本件におけると同じ理論に基づいて、善意の第三者の保護を

はかるのが、その見解から生ずる当然の帰結でなければならないと思う。この点に
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ついては、前記の昭和四三年一二月二五日大法廷判決における私の補足意見におい

て述べているので、それをここに引用する。

　裁判官松本正雄の意見は、次のとおりである。

　わたくしは、結論において、多数意見と同じく本件上告は棄却すべきものと考え

るが、所見を異にする部分があり、反対意見にも賛成できないので、卑見を述べる。

一、多数意見が「会社がその取締役に宛てて約束手形を振り出す行為は、原則とし

て、商法二六五条にいわゆる取引にあたり、会社はこれにつき取締役会の承認を受

けることを要するものと解するのが相当である。」とする見解には賛成である。

　右見解に対して岩田、村上、関根、藤林、岡原各裁判官は、「約束手形の振出は、

金銭の支払いと同様、同条のいわゆる取引に包含されるべきものではなく（民法一

〇八条但書参照）。右両者の原因関係について取締役会の承認を得れば足りるわけ

である。」として反対の意見を表明されている。

　しかし、わたくしは、右の各裁判官の意見には反対である。

二、商法二六五条は、「自己又は第三者の為に会社と取引を為すには取締役会の承

認を受くることを要す」と規定しているが、取締役会の承認の対象となる右の「取

引」は多種多様である。ここでは手形と最も深い関係にある売買、消費貸借、信用

の供与等を例として検討して見よう。

三、売買、消費貸借についていえば、「取引」の内容、契約条件等について取締役

会に具体的に示されたものが、すべて、承認の対象になるのであるから、代金の支

払方法（例えば、現金、手形、月賦、年賦等）、金銭その他の物を受け取つたもの

の返還方法（例えば、利息、時期等）等についても承認を得なければならない。例

えば、会社が取締役個人から土地を買う場合には、その土地の価額、代金の支払方

法等が問題となり、会社が取締役個人から金を借りる場合、あるいは、逆に会社が

取締役個人に金を貸す場合には、担保、金利等が重要な問題になるとともに、その
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返還の時期、方法等も、また、問題となるからである。したがつて、約束手形振出

の方法によつて支払がなされ、あるいは、返還がなされる場合には、これらは取引

の内容をなすものとして取締役会の承認を受けなければならないことは当然である。

　このようにして、会社が取締役に宛てて約束手形を振り出す場合について取締役

会の承認を受けていたときに、それ以後の日において、現実に会社から手形が振り

出される際に、重ねて承認を必要としないことはいうまでもない。また、現金で支

払うことが承認されている場合に、その後になつて現金または小切手で支払われる

際に改めて承認を受けることも必要ではない。けだし、支払なり、返還なりについ

て既に承認を受けているからである。しかしながら、現金でなすべき支払が承認さ

れている場合に、これを約束手形で支払うことに改める場合は、このときは相手方

が承知しないことが多いであろうが、もし、相手方が承知したとしても、手形が信

用証券である特質に鑑みれば、このことが常に会社にとつて有利だとはいい難く、

取引の内容が変更されたものとして取締役会の承認を受けるべきだと思う。

　わたくしは、前述のような見地から、前記各裁判官が「約束手形の振出自体が同

条の取引に該当するならば、つぎのような不合理な結果を招くこととなろう」とし

て、例示して指摘せられる諸点を検討すると、それは全く当らないと考える。すな

わち、例示一は、もともと、商法二六五条の取引に該当しない場合であつて、これ

に関連する債務の履行のための約束手形の振出についても同条の取締役会の承認が

不要の場合である（多数意見も「原則として」承認を受けることを要するといつて

いるにすぎない。）。次に例示二について述べる。前叙のように、代金の支払条件

は取締役会の承認を受けるべき取引の内客たる事項であるから、約束手形による支

払は、明示または黙示の承認の対象となつており、既に承認ずみの約束手形の振出

について現実に発行の際、改めて承認の必要はないことはいうまでもない。現金払

の承認を約束手形による支払に変更するときは、改めて承認を要すると解すべきこ
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とは前述のとおりである。例示三について述べられる点も全然問題になる余地がな

い。すなわち、小切手は手形とちがつて支払証券であり、小切手振出の経済的作用

は現金の支払とほとんど同視せられるものであるから、取締役に対して現金での支

出が取締役会において予め承認せられている場合に、小切手の振出について改めて

承認を必要としないことは当然のことなのである。

四、前記各裁判官は、信用授受を原因として融通手形を振り出す場合も、信用供与

という原因関係の承認で足りると論ぜられる。しかしながら、このような承認がな

された実例が果してあるだろうか。会社が約束手形の振出によつて取締役に信用供

与をする場合には、会社から取締役に対する手形振出行為と信用供与契約なるもの

とが一体となつているのが通常であり、両者は観念的には区別されても、実際上は

区別されていない。むしろ、実務の当事者は信用供与契約など意識せず、手形行為

のみしか念頭にないであろう。したがつて、約束手形を振り出すことによつて信用

を供与する場合にも、それが商法二六五条の自己取引に該当するときには、その手

形行為について取締役会の承認を受けることの方がむしろ肝要であり、またそのよ

うに行なわれているのが実状である。前記各裁判官の意見は、いずれも観念論に走

り過ぎたもので到底賛成できない。

五、前述のように、会社と取締役との間に、商法二六五条に規定する自己取引が行

なわれるときには、実務のうえにおいても、その取引の内容として、代金の支払方

法、借入金の返還方法、信用供与の方法として約束手形の振出までも含めて取締役

会において、明示または黙示の承認がなされているのであつて、その承認があつた

ときには、これに基づいて手形が振り出される際に、会社代表者において手形証券

上に「取締役会承認済代表取締役」なるゴム印が押され、あるいは、「本手形行為

は取締役会の承認をえたものであることを証明する」とした付箋がつけられて、そ

の手形は支障なく流通しているのである。実務上のこの慣行を、いま改めなければ
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ならない差し迫つた必要はない。

六、つぎに、多数意見が、本件のような場合には、会社は、取締役会の承認がない

ことについて手形取得者の悪意を主張立証しなければ、その者に対し振出の無効を

主張しえないものとし、手形法一六条二項の適用がないとする点については、わた

くしは、反対である。

　多数意見が、本件のような場合に手形法一六条二項の適用がないとせられる理由

は明らかではないが、おそらく、本件のように約束手形の振出について商法二六五

条の規定による取締役会の承認を必要とするにかかわらず、それがないときには、

その振出が手形行為として有効に成立しないから手形法一六条二項を適用する余地

がないとの考えがその根底にあるものではないかと推察する。

　しかしながら、わたくしは、約束手形については、振出人、裏書人等の手形債務

者が、流通に置く意思をもつて、手形要件の具備した手形に署名して手形行為をな

した段階において、手形債務を負担するための要件である手形行為が完成している

と考えるのである。すなわち、右のような段階にあれば手形行為としては有効に成

立し、この手形を必ずしも相手方に交付し、または、第三者に交付することによつ

て初めて有効になると考える必要はないと思料する。

　そして、商法二六五条は、相手方との間の取引について適用すべきものであるか

ら、未だ手形を相手方に交付しない以前の段階における手形行為者の手形債務の発

生については、同条の適用がなく、手形を相手方に交付することによつて生ずる権

利移転行為について適用があると解すべきである。そうであれば、この場合、同条

の承認のない手形の交付を受けた相手方は無権利者となるから、たとえ、手形行為

者の手形債務は有効に発生していたとしても、手形行為者はその者に対し手形債務

を負担すべき限りでないが、その後においてその者から手形を善意取得した者に対

しては、手形行為者は手形債務を負担しなければならなくなる。このような見地か
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ら、わたくしは、本件の場合に、原判決のように手形法一六条二項を適用してこれ

を解決すべきものであると解する。

　多数意見は、「取引安全の見地より、善意の第三者を保護する必要があるから」、

手形が第三者に裏書譲渡されたときは、その「第三者が悪意であつたことを主張し、

立証するのでなければ、その振出の無効を主張して手形上の責任を免れえないもの

と解するのを相当とする。」と説示せられるが、単に取引の安全と第三者保護の見

地のみから、このような結論を導き出すのは、法的根拠を欠くものであつて、安易

に過ぎるものではないかと懸念する。更にまた、手形の所持人に悪意はなくても、

重大なる過失によつて手形を所持するに至つた場合については多数意見は触れられ

ないが、若し、重過失によつて手形を取得した第三者も悪意の取得者と同様に考え

ると、法的解釈が更にルーズに流れ去るのではないかと憂える。

七、右の次第であるから、わたくしは、本件において手形法一六条二項を適用して、

被上告人が本件手形を取得するに際し、取締役会の承認がなかつたことについての

悪意、重過失の有無を判断したうえ本訴請求を認容した原判決は正当であり、本件

上告は棄却すべきものと考える。

　裁判官岩田誠、同村上朝一、同関根小郷、同藤林益三、同岡原昌男の意見は、次

のとおりである。

　商法二六五条の法意は、取締役個人と株式会社との利害が相反する場合において、

取締役個人に利益で、会社に不利益な行為が濫りに行なわれることを防止しようと

するものである。ところで、約束手形の振出は、売買、消費貸借等の取引の決済ま

たは信用授受などの原因関係の手段としてなされる行為であり、それ自体としては、

原因関係と独立して、取締役個人に新たな利益を与え会社に新たな不利益をもたら

す行為であるとは、いえない。たとえば、金銭債務の履行が金銭の支払いでされる

場合に、その支払い自体が債権者に新たな利益を与え債務者に新たな不利益をもた
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らす行為であるといえないことは、いうまでもなく、しかも、右金銭の支払いのた

めもしくはその支払いにかえて約束手形が振り出された場合、または信用授受を原

因としていわゆる融通約束手形が振り出された場合に、右振出により振出人が厳格

な手形上の債務を負担するに至るとしても、原因関係上の債務が金銭の支払いをも

つてされるとき以上に、約束手形の振出自体が債権者に利益で債務者に不利益なも

のとなるとはいいがたいからである。

　したがつて、約束手形の振出は、金銭の支払いと同様、同条のいわゆる取引に包

含されるべきものではなく（民法一〇八条但書参照。）、右両者の原因関係が右取

引に該当する場合には、その原因関係について取締役会の承認を得れば足りるわけ

である。もし、これに反し、約束手形の振出自体が同条のいわゆる取引に該当する

と解するならば、つぎのような不合理な結果を招くこととなろう。

一、原因関係が右取引に該当しない場合、たとえば、株式会社が取締役から無利息

で金員を借り受けた場合に、その返済債務の履行として株式会社が取締役に対し約

束手形を振り出すときにも、取締役会の承認を要することとなる。

二、原因関係が右取引に該当する場合、たとえば、株式会社が取締役から不動産を

買い受けた場合に、右売買につき取締役会の承認を得たときでも、その代金の支払

いのため株式会社が取締役に対し約束手形を振り出すときには、さらに、取締役会

の承認を要することとなる。

三、小切手の振出も法律上は手形の振出と本質において異なるところはないのであ

るから、株式会社が取締役に対し小切手を振り出すときにも、取締役会の承認を要

することとなる。

　それゆえ、約束手形の振出が商法二六五条のいわゆる取引に該当することとした

当裁判所の見解（昭和三五年（オ）第一一三九号同三八年三月一四日第一小法廷判

決、民集一七巻二号三三五頁等）は、これを変更すべきである。
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　よつて、本件各約束手形の振出につき取締役会の承認がないからその振出は無効

である旨の上告会社の抗弁は理由がなく、これを排斥した原判決は、結論において

正当であり、本件上告は棄却すべきものである。

　裁判官色川幸太郎の意見は、次のとおりである。

一、多数意見は、会社がその取締役に宛てて約束手形を振り出す行為は、原則とし

て、商法二六五条にいわゆる取引にあたるという。ところで、同条の趣旨は、会社

と取締役個人との利害が相反する場合において、取締役個人に利益である反面会社

には不利益となるような行為が濫りに行なわれることを防止するにあるのであるか

ら、一般に、取締役会の承認を受けないでなされた会社と取締役個人との取引は無

効であり、第三者との関係においても、右取引に基づいては、会社に義務を負担せ

しめ得ないものとしなければならない。その限りでは、会社の利益保護が重視され、

取引の安全が犠牲にされるわけである。しかし、会社の利益保護もさることながら、

取引の安全の保護もまた、商法上の基本的な要請であることから考えると、形式的

には会社と取締役個人との取引ではあつても、性質上何らその間に利害の衝突のな

い行為にまで、商法二六五条を適用することは、いたずらに会社の利益保護に偏す

るのそしりを免れないであろう。故に、同条にいわゆる取引は、前記立法趣旨に反

しないかぎり、厳格、狭義に解すべきであり、その意味で、民法一八〇条但書にお

けると同様、約束手形の振出も債務の履行に類比すべき行為として、同条にいう「

取引」には含まれないものと解すべきである。

二、もともと手形行為は、既存の法律関係に基づき、その延長線上でなされる、単

なる手段としての形式的な無色の行為にほかならない。約束手形の振出は、当事者

間で既に成立している債権債務関係の決済のためになされる純然たる債務の履行の

ためであるか、そうでない場合でも、既に確定している債権債務関係を手形面上に

表彰顕出せしめる行為であるに過ぎず、新たな利益の変動を生ずべき債権債務関係
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を創設するためのものではないのである。例えば、取締役に対し既に確定している

報酬その他会社の負担する債務の支払のために約束手形を振り出すがごときは、現

金もしくは小切手の交付と何らの逕庭がなく、支払期限の猶予を受けることによつ

て会社に有利になることがあつても、会社の利益を侵す虞はないのであるから、そ

の際ことさらに取締役会の承認を経なければならない合理的な理由は到底見出し得

ない。もつとも、取締役個人に対して融資をするために会社が約束手形を振り出す

場合ならば、あるいは会社の犠牲において取締役が利益を受ける行為であるかのご

とく見えないわけでもない。しかし、およそ手形の振出という行為は、何らの前提

もなく突如としてなされるものではないのであつて、右の事例においても、予め、

もしくは同時に、信用授受の合意がまず成立し、しかるのち、それによつて確定さ

れた債務の履行のために振り出されるのであるから、その場合における手形行為は

あくまでひとつの手段たるにとどまり、当該行為によつてはじめて新たな利益の変

動を来すというわけのものではないことは明らかである。したがつて、かかる場合

においては、原因たる融資契約について、これを取締役会の承認にかからせること

をもつて足りるのである。原因関係たる取引について取締役会の承認がないにかか

わらず、それに基づいて約束手形が振り出された場合、もし第三者が振出人を害す

ることを知つてこれを取得したときは、会社は所持人に対し悪意の抗弁をもつて対

抗し得るのであるから（手形法一七条但書）、会社の利益はこの限度で保護される

のであり、かつ、これをもつて十分とすべきであろう。右の抗弁を主張し得ないよ

うな事態であつたとするならば、かかる不当な行為に出るような者を役員としてい

た会社こそ危険を甘受すべきものなのである。当該取締役に対する追及はともかく、

善意の第三者にこれを転嫁しようとするのは、およそ筋違いといわなければなるま

い。

三、多数意見は、約束手形の振出により、会社が挙証責任の加重、抗弁の切断、不
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渡処分の危険等を伴う厳格な新たな支払義務を負うことになるという点に、適用説

をとる最も有力な根拠を求めている。しかし、挙証責任ないし抗弁に関する不利益

は、会社が振り出した約束手形の支払義務を訴訟上、原因関係の瑕疵等の理由で否

定しようとする場合のいわば病理的な現象というべく、不渡処分にいたつては、小

切手についても当然あり得るところであつて（多数意見は小切手についてふれると

ころがないのである。）、約束手形に特有というわけではない。のみならず、もと

もと約束は守られなければならないものである以上、一旦支払を約しながらこれを

敢えて履行しなかつた場合には、これに伴うすべての不利益を受忍すべきではない

であろうか。ところで多数意見は手形の振出をもつて新たな債務の負担だとしてい

るのであるが、それがもし、実質的には全く新たな利益の変動がない場合をも含め

ての立言であるならば、用語自体適切を欠くと評せざるを得ない。いずれにしても、

多数意見のいうところは、約束手形の振出が会社と取締役との間に利害の衝突を生

ずる行為であることの根拠としては、到底首肯するに足りないのである。

四、多数意見によれば、原因関係たる取引について取締役会の承認があつた場合で

も、それに基づく約束手形の振出について承認を受けることを要するばかりでなく、

当初承認を得て振り出した約束手形の書替手形を振り出す場合でも、重ねて承認を

要することになると思われる。そうだとすれば、原因関係たる取引あるいは書替前

の手形の振出について取締役会で承認を与えておきながら、当該手形の振出につい

て承認の手続が欠けていたという故をもつて、会社は右の手形の取得者である第三

者に対し支払を拒むことができるわけであるが、会社をして、自己の機関のした行

為の瑕疵を理由に、第三者の犠牲において、本来の契約からの拘束を免れしめるが

ごときは、果して妥当であろうか、私としては疑問をはさまざるを得ないのである。

五、もつとも多数意見は、第三者保護の見地から、会社が当該約束手形の支払を拒

むためには、取締役会の承認の欠けていることにつき第三者が悪意であつたことを
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主張し、立証することを要するという。第三者の利益保護との調和を図りつつ会社

の利益を保護しようとするその基本的態度はもとより正しいとすべきであろうが、

しかし、私には、右のような多数意見の解釈にいかなる成法上の根拠があるのか理

解し得ないのであり、多分に便宜的な法解釈に陥つているのではないかという危惧

を感ずるものである。このことは、次のような場合にも現われて来る。

　すなわち、第三者が悪意の場合に会社の利益が考慮されなければならないとする

ならば、第三者が取締役会の承認のないことを重大な過失によつて知らなかつた場

合も、同様に考慮されてしかるべきではないかと思うのであるが、この点になると、

多数意見は黙して語らないのである。

　ところで、取締役会の承認があるかないかの点をめぐり、第三取得者としては、

従来の経緯からすれば、当然疑問をはさまなければならない関係にありながら、而

もこれをただすについては一挙手一投足の労をもつて足りるにかかわらず、敢えて

これをしなかつた場合、或は、むしろ確めることの不利を慮つて、取得に際し真実

を知ることをことさらに避けたような場合などのあることはたやすく想定できるの

であるが、これを、偶然の事情で知つていた場合と比較したとき、前二者について

は権利を肯定すべく、後者については悪意の故を以てこれを否定する（これが恐ら

く多数意見の帰結であろう。）というのは、抵抗なしに受けいれられる理論であろ

うか。

六、具体的な例を考えてみよう。会社が取締役個人を受取人として振り出した約束

手形の券面に、ゴム印等による不動文字をもつて「取締役会承認済代表取締役何某」

と顕出されてある（これは、世上、まま見受けられる様式である。）にかかわらず、

右の名下に捺印を欠いており、しかも実際に取締役会の承認がなかつたとする。さ

てその手形を右受取人の裏書によつて取得した第三取得者は、これを悪意であると

すべきか、それとも、善意だが重大な過失ありとすべきであるか、背後の事情にも
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よることであつて、その判別は恐らく容易ではあるまい。およそこの場合、その手

形面のあり方は次のことを意味するであろう。すなわち当該手形は、券面上、多数

意見に従うならば、取締役と会社間の取引にあたること、及び、承認済の不動文字

下にはことさらに捺印がなされていないのであるから、当該手形の振出には取締役

会の承認がなかつたか、少くともそれがあつたとは主張し得ないこと、以上二つで

ある。そうである以上、その手形を取得した第三者は、振出につき所要の承認を経

ていないことを知つていたとみることもできるし、事情いかんによつては迂濶にも

知らなかつたものと見るべきかも知れない。後者の場合、もちろん過失がないとは

いえず、しかもそれは多分重大な過失というに値するであろう。こうなると悪意と

重大な過失との間の差は紙一重ということになるのである。それにもかかわらず、

一を肯定し、他を否定することになるとすれば、その間著しく権衡を失し、公平を

欠くといわなければならないであろう。

七、しかしながらまた、他面、重大な過失によつて取締役会の承認のなかつたこと

を知らなかつた第三取得者に対してまでも、会社に物的抗弁を認めるとするならば、

本件のような類型の手形金訴訟においては、恐らくは常にこの種の抗弁が濫用され、

事端を徒らに繁くするに違いないのであつて、受取人が当該会社の取締役である場

合、もしくは、そうではないかと推測できる場合における会社振出の約束手形につ

いては、その内部事情やその手形の由来をつまびらかにし、しからざることを確認

したうえでなければ、意を安んじて受け取ることができない結果となる。これが手

形の流通を阻害しひいては取引の安全に悪影響を及ぼすものであることは多言をま

たないのである。

　仮に抗弁を悪意の場合に限定するとしても（前述のごとくそれに成法上の根拠が

あるかどうか私には疑問なのではあるが）、前記六に掲げた設例のごとき場合を考

えれば、不適用説を採るのに比べて、取引の安全への影響は少なからざるものある
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を思わしめるのである。

八、なお、さきに引用したところによれば、多数意見も、約束手形の振出が商法二

六五条にいう取引にあたらない例外のあることを認めているようである。それがい

かなる場合をさすのか明らかでないとしても、手形が振り出されたときの事情によ

つては、取締役会の承認を要しないことがあるということとなるわけである。事実、

従来の判例、学説中にはこの考え方を明示し又は強調するものが少くない。しかし、

部外者の容易に窺知し難い、会社内部における振出の経緯ないし背景のいかんによ

つて、取締役会の承認がない点では全く同様であるにもかかわらず、あるいは無効

となり、あるいは有効となるとあつては、第三者の利益を果して害することなしと

いい得るであろうか。

　要するに、手形は、具体的な原因関係から捨象され独立した、一定金額の支払を

徴表する有価証券である。而して転々流通し、券面に従い、満期に確実に支払われ

てこそ、経済社会における手形の役割を果し得るものなのである。そのためには、

約束手形の振出に商法二六五条の適用がないと解するのが最も妥当であるというの

が私の結論にほかならない。

　したがつて、本上告を棄却すべしとする終局的判断には賛成であるが、以上述べ

たところにより、多数意見の説示する理由には同調できないのである。

　　　　　最高裁判所大法廷

　　　　　　　　　裁判長裁判官　　　　石　　　田　　　和　　　外

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　田　　　中　　　二　　　郎

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　岩　　　田　　　　　　　誠

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　下　　　村　　　三　　　郎

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　色　　　川　　　幸　太　郎

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　大　　　隅　　　健　一　郎
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　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　松　　　本　　　正　　　雄

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　村　　　上　　　朝　　　一

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　関　　　根　　　小　　　郷

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　藤　　　林　　　益　　　三

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　岡　　　原　　　昌　　　男

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　小　　　川　　　信　　　雄

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　下　　　田　　　武　　　三

　裁判官長部謹吾、同飯村義美は、退官のため署名押印することができない。

　　　　　　　　　裁判長裁判官　　　　石　　　田　　　和　　　外
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